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１．案件名 

国名 ：トルコ共和国 

案件名：（和）イスタンブール市歴史地区交通需要管理プロジェクト 

（英）The Project for Traffic Demand Management of Historical Area in Istanbul 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

トルコ共和国イスタンブール市歴史地区において、同地区の交通計画上の課題抽出や、

交通需要管理（TDM: Traffic Demand Management）1施策の社会実験2に係る計画立案、実施、

評価・分析を通じて、イスタンブール市交通局職員の能力強化並びに TDM 施策のガイドラ

イン等の取りまとめを行うことにより、歴史地区における交通局の TDM 施策実施能力強化

を目的とする。 

（２）協力期間：2011 年 6 月～2013 年 12 月（30 ヶ月） 

（３）協力総額（日本側）：約 2.5 億円 

（４）協力相手先機関：イスタンブール市交通局 

（５）国内協力機関：国土交通省等を想定 

（６）裨益対象者及び規模：イスタンブール市交通局職員約 20 名及び他の関係部局職員 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

トルコ共和国は国土面積 783,562 平方 km、人口約 7,260 万人、一人当たり GDP が 8,723

米ドル（2009 年時点）であり、欧州と中東の間に位置し、アンカラを首都とする共和制国

家である。イスタンブール（5,343 平方 km）は、ボスポラス海峡を挟んで欧州大陸とアジ

ア大陸に跨っており、トルコの全 GDP の 22％を生み出すトルコ経済の中心であると同時に、

世界遺産に登録された歴史地区を有する文化・観光都市でもある。 

 近年、イスタンブールでは、人口が急速に増加しており、1980 年の 615 万人から 2007 年

には約 1,250 万人（トルコ国総人口の 17%）に倍増している。人口増大と経済成長に伴い、

乗用車台数は 7.5 倍に増加し、200 万台に近づいている。この急速なモータリゼーションの

進展に交通施設整備は追いつかず、慢性的な渋滞、交通事故の多発、排気ガス排気量の増

加などの都市問題が年を追うごとに深刻化している。さらに、イスタンブール首都圏への

一極集中により、2023 年には人口が 1600 万人を超えると予測されている。 

 この様な状況の下、目指すべき将来交通ネットワークを策定し、イスタンブール市の都

市交通問題の改善を図るため、トルコ国政府の要請の下、JICA は 2007-2009 年に「イスタ

                                                   
1 TDM とは、交通需要の時間的、空間的な集中を緩和するために、交通需要の頻度、時刻、目的地、交通手段、経路、乗車効率、

積載効率を変更する手法。 
2 社会実験とは、新たな制度や技術などの施策を導入する際、場所と期間を限定して試行することで、その施策の有効性を検証

したり問題を把握し、その施策の本格導入を判断するための材料とするもの。 



ンブール市都市交通マスタープラン(M/P)調査」を実施した。同調査で策定された M/P は、

①公共交通インフラの整備、②民間資金導入のための基金（イスタンブール西部地区都市

開発公団、軌道系開発促進基金）の設立、③適切な交通管理の実施、の 3 つのコンポーネ

ントから構成される。このうち③について、歴史文化財と調和した都市環境保全の観点か

ら、イスタンブール歴史地区（人口約 45 万人、面積約 17 平方 km）の交通現況の改善が緊

急課題として提言された。イスタンブール歴史地区は UNESCO 世界遺産に指定され、歴史的

建造物が数多く存在しているが、都市部に位置するために深刻な交通渋滞とそれに伴う大

気汚染などにより貴重な歴史的建造物が損傷されつつある。M/P では、歴史地区における交

通政策は乗り入れ規制だけではなく様々な交通政策を複合的に実施する必要があることが

指摘されており、それを担うイスタンブール市交通局職員の TDM 施策実施能力の強化が緊

急に必要とされている。 

同提言に基づき要請された本プロジェクトでは、M/P 調査と同様にイスタンブール市交通

局をカウンターパート(C/P)機関として、歴史地区における混雑緩和のための TDM 施策導入

のため、社会実験の実施プロセス（課題特定→計画立案→実施→評価・分析）を通じた C/P

機関の TDM 施策実施能力強化を目的とする。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 

① 本プロジェクトは、「イスタンブール市都市交通 M/P 調査」にて提案された緊急の課題

に対応する事業であり、同調査により策定された M/P はイスタンブール市議会で承認さ

れる予定であるため、相手国政府の政策に合致している。 

② 現在、イスタンブール市が策定中の「イスタンブール市歴史地区管理計画」（2011 年 1

月にユネスコに提出予定）にて、文化・自然保全計画等と共に歴史地区の交通管理計画

が提言される予定であり、本プロジェクトの対象となる歴史地区における TDM 施策と高

い関連性を有する。 

 

（３）我が国援助政策との関連、事業展開計画上の位置付け（プログラムにおける位置付

け） 

対トルコ事業展開計画では、環境改善、防災、人材育成、格差是正、南南協力の 5 分野

を対トルコ援助重点分野と位置づけており、本プロジェクトはその中の「環境改善」分野

における「都市環境改善プログラム」に位置づけられる。 

４．協力の枠組み3 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【目標】イスタンブール市交通局のイスタンブール市歴史地区における TDM 施策実施能力

が強化される。 

【指標 1】社会実験の結果を取りまとめたガイドライン・研修教材等に係る理解度確認テス

                                                   
3指標の基準値・目標値の設定は、プロジェクト開始後 6ヶ月以内を目処に行い、合同調整委員会(JCC)で確認する。 



トにおいて、交通局職員の一定以上が合格点を取得する。 

【指標 2】実施計画に基づき、TDM 施策の社会実験が一定件数以上引き続き適切に実施され

る。 

 

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【目標】快適な都市環境を実現するため、イスタンブール市歴史地区において適切な交通

需要管理（TDM）施策が実施される。 

【指標】イスタンブール市歴史地区にて、一定件数以上の TDM 施策が実施される。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

①成果１ 

【イスタンブール市歴史地区の交通特性が特定され、交通計画上の課題が抽出される。】 

活動 1-1 イスタンブール市歴史地区の交通計画に関係する機関の概要を確認する。 

活動 1-2 イスタンブール市歴史地区における交通管理計画、公共交通整備計画、都市環境

保全計画、交通計画等に関する法制度・規制、および「イスタンブール市都市交

通 M/P 調査」で提案された事業の現況を確認する。 

活動 1-3 交通量調査、交通施設調査、アンケート調査等を実施する。 

活動 1-4 各種調査の結果を分析して、歴史地区における交通計画上の課題を抽出する。 

指標 1-1 イスタンブール市歴史地区の交通特性及び交通計画上の課題を記載した調査報告

書が取りまとめられる。 

 

②成果２ 

【TDM 施策の社会実験における計画立案から実施、評価・分析に至る一連のプロセスが、イ

スタンブール市交通局職員により試行される。】 

活動 2-1 本プロジェクトの進捗を関係者間で共有するため、イスタンブール市関係部局間 

にて情報共有の仕組みが導入される。 

活動 2-2 イスタンブール市歴史地区にて早急に対応が必要な TDM 施策の計画を確認・実施

する。 

活動 2-3 イスタンブール市関係部局職員を対象とした TDM 施策のセミナー・研修コース等 

を実施する。 

活動 2-4 TDM 施策の社会実験に関する実施計画を策定する。 

活動 2-5 TDM 施策の社会実験に必要な許認可等の手続きを行う。 

活動 2-6 イスタンブール市歴史地区にて TDM 施策の社会実験を実施する。 

活動 2-7 社会実験のモニタリング・評価を行う。 

指標 2-1 研修コース及びセミナーに参加にした、イスタンブール市関係部局の職員の人数
3。 

指標 2-2 社会実験実施の結果（分析結果を含む）を取りまとめた報告書及び TDM 施策の社

                                                   

 



会実験に係る実施計画（最終版）が作成される。 

 

③成果３ 

【社会実験の経験がガイドライン・研修教材等として取りまとめられて、イスタンブール

市関係部局に共有される。】 

活動 3-1 TDM 施策の実施に向けて社会実験の結果及び教訓を整理する。 

活動 3-2 TDM 施策の実施手順、実施内容、教訓を取りまとめたガイドライン・研修教材等

を整備する。 

活動 3-3 協議体（Steering Committee）の構成機関にガイドライン・研修教材等を周知す

る。 

指標 3-1 イスタンブール市関係部局に配布されたガイドライン・研修教材等の部数。 

指標 3-2 イスタンブール市関係部局の職員による、ガイドライン・研修教材等の認知度。 

 

（３）投入（インプット） 

① 日本側（総額約 2.5 億円） 

ア）専門家派遣 

総括／総合交通計画、交通計画、交通管理計画、社会実験管理、住民合意形成/業

務調整、社会実験アドバイザー 

イ）在外事業強化費 

ウ）研修員受入 

エ）機材供与 

② トルコ側 

C/P 人件費、交通量調査実施に係る経費、社会実験の計画立案・実施・評価に係る

経費、プロジェクト事務所スペースの提供、治安状況に関する情報提供 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

①前提条件 

プロジェクトの C/P とプロジェクト実施に必要な予算がイスタンブール市により確保さ

れる。 

②成果（アウトプット）達成のための外部条件 

イスタンブール市関係部局及び関係組織から必要な協力が得られる。 

③プロジェクト目標達成のための外部条件 

イスタンブール市の交通政策が大幅に変更されず、TDM 施策の社会実験に必要な予算が配

賦される。 

 

④上位目標達成のための外部条件 

・TDM 施策実施に必要な予算が配賦される。 

 



５．評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

以下の視点から評価した結果、本プロジェクトの実施は適切と判断される。 

① 上記３．（３）に記載したとおり、本プロジェクトは、トルコ国に対する JICA の援助

重点分野の一つである「環境改善」に位置づけられているため、JICA の支援方針と

合致していると言える。 

② 本プロジェクトは、「イスタンブール市都市交通 M/P 調査」により、緊急の課題とし

て提案された歴史地区の交通環境の改善に資するための協力である。また、これまで

の支援内容から一貫した活動の展開が可能であり、今後、イスタンブール市にて承認

される M/P の実施状況フォローという点からも実施の意義は高いと言える。 

③ 上記３．（２）のとおり、現在策定中の歴史地区保全計画に交通管理計画が含まれる

予定であり、本プロジェクトにて取り組む TDM 施策と高い関連性を有する。また、イ

スタンブールは世界でも有数の歴史的建造物に恵まれた観光都市であり、これら歴史

遺産と調和した都市環境保全の視点からも交通混雑緩和を図る TDM 施策への期待は

高い。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトは、以下①の理由から有効性が高いと見込まれる。また、より効果的な案

件実施のために、以下②に留意する必要がある。 

① 本プロジェクトでは、TDM 施策の実施に必要な業務サイクル（課題特定→計画立案→

実施→評価・分析）が包括的に含まれた活動を計画しており、また本邦研修・セミナ

ー・社会実験アドバイザー派遣等により、C/P がこれらの活動を自立的に行うために

不足している能力の特定及びその強化が実現できる。このため、プロジェクト目標達

成のために適切な成果・活動が設定されていると言える。 

② プロジェクト目標達成に係る外部要因については、イスタンブール市交通関係機関が

定期的に情報交換と施策を協議する仕組みが既に存在しているため、イスタンブール

市は社会実験実施に際して、関係機関との調整は可能と見込まれる。但し、右枠組み

が適切に活用されるよう、今後、イスタンブール市交通局と関係機関との調整につい

て継続的にフォローする予定である。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率性が高いと見込まれる。 

① 本プロジェクトで配置される C/P の一部は「イスタンブール都市交通 M/P 調査」の

C/P でもあり、本プロジェクトでは同調査にて能力強化された人材が主体となって交

通計画の計画・実施を行うため、既存案件の成果を生かした効率的な協力が可能であ

る。 

② 成果達成に係る外部要因については、既にイスタンブール市にて TDM 施策に係る取り

組み（交通量調査、緊急度の高い TDM 施策の実施等）を実施中もしくは実施予定であ



り、これらの予算は確保済みである。また、今後プロジェクト活動に必要となる社会

実験の実施及び実験効果モニタリング・評価に係る予算についても、先方が負担予定

であり、先方実施機関の高い意欲が確認されていることから、適切に確保される見込

みが大きい。 

③ 上記（３）①・②の理由により、人的資源や予算などイスタンブール市側の強いコミ

ットが期待できるため、日本側の負担は専門家派遣・国別研修の実施等、必要最低限

に抑え効率的に実施される見込みである。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトの実施により上位目標に対する正のインパクトが見込まれる。また、本プ

ロジェクトの成果に影響を与える可能性がある事業は以下のとおり。 

① 上位目標達成の外部要因として、各種施策実施のために必要な予算をイスタンブール

市が確保する必要があるが、プロジェクト実施中もフォローする予定である。また、

イスタンブール市における、強制力を伴う交通規制について、法的根拠と実施体制の

不備があるとの認識が一部の関係機関から示されている。このため、TDM 施策の実施

にあたっては、トルコ国及びイスタンブール市における交通規制、取り締まりの強制

力や法的根拠の確認が重要であり、プロジェクト実施中もフォローする予定である。 

② 2013 年末に完了予定の Marmaray Project では、イスタンブール市の欧州側とアジア

側を結ぶ総延長約 76km の鉄道網整備が計画されており、YENICAPI 駅（円借款により

整備中）が交通の結節点 4として機能する予定。これにより、将来的には YENICAPI

駅周辺の交通流に大きな変化が生じる可能性が高いため、本プロジェクトでも

YENICAPI 駅開通後の状況を想定した TDM 施策の検討が必要と考えられる。このため、

社会実験の選定においては、YENICAPI 駅周辺の地域が対象となるよう留意する。 

  

（５）持続性 

以下の理由により、本プロジェクトでは高い持続性が見込まれる。 

① 政策面・財政面：本プロジェクトの対象地域であるイスタンブール市歴史地区は、ユ

ネスコの世界文化遺産を有しており、観光が主要産業の一つであるトルコ国にとって

経済的に重要な地区である。このため、同地区の交通混雑緩和と快適な都市環境実現

へのニーズはプロジェクト終了後も高いと考えられるので、イスタンブール市の歴史

地区に対する交通政策・予算配賦に大きな変化が生じる可能性は少ないと見込まれ

る。 

② 組織・体制面：イスタンブール市交通局は今後も継続して歴史地区の交通政策を担う組

織であり、本プロジェクトでは、日本からの支援をプロジェクト目標達成のため先方

が真に必要とするものに留め、先方の主体的なオーナーシップ発揮に最大限努める予

                                                   
4 イスタンブール市は多様な公共交通が混在しており、各々のプロジェクト間の整合性に欠けるため、モード間の乗り継ぎを始

めとする連携条件が極めて貧弱であった。2006 年に実施された「イスタンブール市都市交通マスタープラン事前調査」でも、

公共交通結節点（駅など）を中心とした Transit Oriented Development (TOD)の推進をイスタンブール市の交通計画における

重要課題と位置づけている。YENICAPI 駅は将来的に鉄道、トラム、海上交通の結節点となる予定。 

 



定であることから組織面での持続性は十分見込まれる。ただし、５（４）において指

摘の通り、トルコ国及びイスタンブール市における交通規制、取り締まりの強制力や

法的根拠の確認が重要であり、プロジェクト実施中にもフォローする予定である。 

③ 技術面：イスタンブール市交通局は 2007-2009 年に実施させた「イスタンブール市都

市交通マスタープラン調査」のカウンターパートでもあり、交通施策全般について十

分な知見・技術を有することが確認されている。本プロジェクトにより TDM の実施能

力が強化されることで、より適切な施策実施が可能となる見込みである。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトは先方の能力向上のために技術移転を行うものであり、また都市環境の

改善を目的としているため、現段階で環境への負の影響は想定されない。しかしながら、

社会実験にて取り組むTDM施策が選定されるのはプロジェクト開始後であるため、万が一、

建造物の建設を伴うような施策を実施する場合は、環境社会配慮を検討する必要がある。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「イスタンブール市都市交通 M/P 調査」（2006-2008年）では、緊急で取り組むべき課題

として歴史地区における TDM 施策の実施が提言されており、具体的な施策の候補（パーク

＆ライド、トラフィック・セル等）が含まれている。本プロジェクトでは、関係機関との

協議を通じて、M/P 調査で提案された施策の実現可能性を検証する予定。 

また、「カンボジア国 プノンペン市都市交通改善プロジェクト」（2007-2009年）では、

関係機関による定期的なワーキンググループの実施や、関係機関合同での交通キャンペー

ン実施など、横断的な取り組みへの支援を通じて組織間でのコミュニケーションが醸成で

きたと報告されている。本プロジェクトでも、上記プロジェクトの教訓を生かして、社会

実験の各プロセスで関係機関の巻きこみを図る予定。 

８．今後の評価計画 

（１）2013 年 6月頃  終了時評価 

（２）2016 年     事後評価(予定)  

 


